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第１章 実行計画及び行財政改革の概要

１ 総合計画の構成

第６次常滑市総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実行計画」で構成し、まちづくりを進めるうえでの最上位計画として、今後のまち

づくりの指針となる計画です。

「基本構想」で定めた目指すまちの姿や７つの基本目標を実現するために必要となる施策を「基本計画」において体系的に示しています。

なお、総合計画の実行を下支えする「行財政改革」についても、その考え方を計画に取り込みます。

中長期的な観点から、本市が
目指す将来像を示すものであ
り、「目指すまちの姿」を実
現するための基本的な方向を
示します。

「目指すまちの姿」を実現す
るため、分野ごとの現況と課
題に合わせて優先的かつ戦略
的に取り組む「施策」の方向
性を体系的に示したものです。

基本構想基本構想

基本計画

実行計画 基本計画で示した施策にひも
づく「事業」をどのようにし
て実施していくかの行程をま
とめたもので、財政状況など
を考慮しつつ毎年度見直しを
行い、各年度の予算編成の指
針とします。

【計画構成のイメージ】

１

【施策の体系】



２ 実行計画の概要

（１）計画策定の趣旨

実行計画は、第６次常滑市総合計画の基本構想に掲げている目指すまちの姿「とことん住みたい 世界とつながる 魅力創造都市」

を実現するため、基本計画に掲げる施策の具体的内容を定め、計画的な行財政運営に資することを目的として作成するものです。

（２）計画の期間

計画の期間は、2025(令和７)～2028(令和10)年度までの

４年間とします。（毎年度見直します。）

（３）計画の対象

まちづくりを総合的に進めるために、市が主体となる施

策、事業のほか、国・県及び民間等が実施する事業も対象

とします。

（４）計画の性格

基本計画に位置付けた主要施策について、事業内容及び

事業費等を示し、行財政運営の指針とします。

【計画期間等のイメージ】

２

年度 2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

市長任期

基本構想

基本計画

実行計画

基本構想(７年間)

後期(４年間)

前期(３年間)
※毎年度見直し

後期(４年間)
※毎年度見直し

４月

前期(３年間)

４月



３ 行財政改革の概要

（１）行財政改革の必要性

行財政改革は、ただ単に人員や経費の削減を目指すものではなく、

「目指すまちの姿」の実現に向けて着実に推進していくため、必要と

なる資源を生み出し、確保できるようにするものです。

そのため、行財政改革について第６次総合計画にその考え方を取り

込み、総合計画の実行を下支えする必要があります。

（２）計画の期間

計画の期間は、実行計画と同様に、2025(令和７)～2028(令和10)年

度までの４年間とします。

（３）目標と基本方針

総合計画に掲げる施策を着実に実行するため、限られた経営資源を

最大限に活用し、社会経済情勢の変化や市民ニーズを捉えた、質の高

い持続的な成長の実現を目標とします。

目標を達成するため、２つの基本方針を定め、６つの視点で行財政

改革に取り組みます。

（４）後期基本計画中の財政運営

計画推進にあたり、「財政健全化指標」と「長期債務残高」につい

ては、2025(令和７)年度当初予算ベースでの見込を超えないよう抑制

します。

「財政調整基金残高」については、厳しい状況が見込まれますが、

既存事業の見直しを図るとともにボートレースまちづくり基金を活用

することで、標準財政規模の１割以上を確保しつつ、持続可能な財政

運営に努めます。

【財政健全化指標及び長期債務残高の見込】

３

【行財政改革の取組体系図】

※「ー」は赤字額がないことを示す

基本方針 視点

基本方針１ ①公共施設マネジメント
経営資源の活用、最適化 ②民間活力の活用・広域連携

③組織・人の最適化
④収入増加策

基本方針２ ⑤行政サービスの向上
デジタル化の推進 ⑥業務効率化

指標名 単位 現状(R5) 見込(R10)
実質赤字比率 ％ ー ー

連結実質赤字比率 ％ ー ー

実質公債費比率 ％ 12.0 17.9
将来負担比率 ％ 101.2 101.9
長期債務残高 億円 537.2 515.8

【財政調整基金残高の目標】
指標名 単位 現状(R5) 目標（R10）

財政調整基金残高 億円 19.4 15.0



№

会計

1

一般 事業費 7,424 事業費 7,424 事業費 7,424 事業費 7,424

2

一般 事業費 58,481 事業費 72,239 事業費 67,239 事業費 67,239

健康推進課

健康推進課

健康診査事業

乳幼児の発育状況の調査、疾病の予防、障がいの
早期発見及び保健指導と妊産婦健康診査による妊
産婦の病気の早期発見・対応を行い母性と乳幼児
の健康増進を図ります。

（１）妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

〇 継続 妊娠・出産・子育てつながる支援事業

母子保健コーディネーターの配置により、情報の
一元化や関係機関との連携を図り、対象者にあっ
た情報提供・相談支援を行う相談窓口を設置しま
す。また、産後ケア事業や産前産後サポート事
業、母乳相談等助成事業、もうすぐ出産プレゼン
ト訪問事業等を実施します。

担当課
R7 R8 R9 R10

施策１−１ 子育て支援

 基本目標１ 子どもが健やかに育ち、輝けるまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ 区分 事業名 実施内容

実施計画(年度)

妊婦健診・妊婦子宮頸がん検診・産婦健診の実施

乳児健診・３～４か月児健診・１歳６か月児健診・３歳児健診の実施

３歳児の視力検査強化、多胎児妊婦健診の助成

マタニティおっぱい相談

産後ケア事業

産前産後サポート事業（アウトリーチ型）

母乳相談等助成事業

もうすぐ出産プレゼント訪問事業

拡充
５歳児健診の実施

第２章 施策別主要事業及び行財政改革の取組

【主要事業となる対象事業】

４

担当課
事業を推進する担当課を
示しています。

事業名
計画期間中に取り組む事
業のうち、主要な事業を
示しています。

実施内容
主要事業において実施す
る内容を示しています。

【実行計画の見方】

 従来から実施している事業のうち、重点的に取り組む必要があるもの。

 新規に立ち上げる事業や事業内容を拡充する事業のうち、重点的に取り組む必要があるもの。

 公共施設等総合管理計画、公共施設アクションプランに基づく各施設の改修に関するもの。

１ 施策別主要事業

総合計画で実施する事業のうち、241事業（新規27、拡充22、継続192）を実行計画の主要事業として位置づけます。

実施計画
主要事業の計画期間、具体的な実施内容を
示しています。事業費は、国・県支出金等
を含めた総事業費を示しています。

市長マニフェスト
該当する主要事業には
「○」を表示しています。

区分
新規、継続、拡
充の区分を示し
ています。会計

一般会計、特別会計、
企業会計の会計区分を
示しています。



【施策別主要事業】
（単位：千円）

№
会計

1

一般 事業費 7,424 事業費 7,424 事業費 7,424 事業費 7,424

2

一般 事業費 58,481 事業費 72,239 事業費 67,239 事業費 67,239

3

一般 事業費 400 事業費 400 事業費 400 事業費 400

4

一般 事業費 17,052 事業費 17,052 事業費 17,052 事業費 17,052

5

一般 事業費 0 事業費 1,500 事業費 1,500 事業費 1,500

6

一般 事業費 13,250 事業費 13,250 事業費 13,250 事業費 13,250

〇 継続 妊活応援金給付事業 妊娠を望む夫婦を応援するため、不妊治療等を
行っている夫婦に対して応援金を給付します。

継続 児童育成クラブ事業

仕事等の事情で小学校の放課後家庭で児童を見る
人がいない場合に市内公立の児童館等（８カ所）
において、小学校１〜６年生までを対象に児童の
育成指導を行います。

健康推進課

担当課
R7 R8 R9 R10

施策１−１ 子育て支援

 基本目標１ 子どもが健やかに育ち、輝けるまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

健康推進課

〇 継続 多胎児育児用品購入助成事業
多胎児がいる家庭の経済的負担を軽減させるた
め、ベビーカー等を購入する際の費用の一部を助
成します。

健康推進課

健康診査事業

乳幼児の発育状況の調査、疾病の予防、障がいの
早期発見及び保健指導と妊産婦健康診査による妊
産婦の病気の早期発見・対応を行い母性と乳幼児
の健康増進を図ります。

（１）妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

〇 継続 妊娠・出産・子育てつながる支援事業

母子保健コーディネーターの配置により、情報の
一元化や関係機関との連携を図り、対象者にあっ
た情報提供・相談支援を行う相談窓口を設置しま
す。また、産後ケア事業や産前産後サポート事
業、母乳相談等助成事業、もうすぐ出産プレゼン
ト訪問事業等を実施します。

子育て世帯の不安解消や状況把握を図るため、身
近なところで、その地域の住民からの子育てに関
する相談に応じ、必要な助言を行います。

子育て支援課

子育て支援課

〇 地域子育て相談機関事業

健康推進課

妊婦健診・妊婦子宮頸がん検診・産婦健診の実施

乳児健診・３～４か月児健診・１歳６か月児健診・３歳児健診の実施

３歳児の視力検査強化、多胎児妊婦健診の助成

マタニティおっぱい相談

産後ケア事業

産前産後サポート事業（アウトリーチ型）

母乳相談等助成事業

もうすぐ出産プレゼント訪問事業

拡充

新規

５歳児健診の実施

相談事業を実施

5



№
会計

7

一般 影響額 11,580 影響額 23,160 影響額 23,160 影響額 23,160

8

一般 事業費 29,700 事業費 29,700 事業費 29,700 事業費 29,700

9

一般 事業費 107,829 事業費 107,829 事業費 107,829 事業費 107,829

10

一般 事業費 24,410 事業費 24,410 事業費 24,410 事業費 24,410

11

一般 事業費 4,041 事業費 4,041 事業費 4,041 事業費 4,041

12

一般 事業費 3,459 事業費 3,472 事業費 3,472 事業費 3,472

こども保育課

こども保育課

○ 継続 保育園ICT化推進事業
保育園等におけるデジタル化を推進し、情報の連
絡等に関して保護者の利便性を向上させるととも
に、保育士の業務負担の軽減を図ります。

こども保育課

継続 延長保育事業 保護者の就労等により保育時間を超えた保育ニー
ズの高まっている延長保育を実施します。

こども保育課

継続 保育補助者雇上費補助 保育士確保のため保育補助者雇上げの費用を補助
します。

（２）保育・教育サービスの充実

継続 民間保育所等運営費補助 民間保育所やこども園等に延長保育等各種事業の
実施に必要な費用を支援します。

子どもの健康の保持・増進や子育て世帯の経済的
負担の軽減を図るため、高校生世代までの保険診
療の自己負担分を助成します。

保険年金課

こども保育課

継続 子ども医療費支給事業（高校生世代分）

第二子以降保育料無料化等事業
保育所等に通う子どもを育てる若い世代への負担
軽減を図るため、第二子以降の保育料を支援しま
す。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

新規 R7年10月から保育料支援を実施

6



№
会計

13

一般 事業費 155,242 事業費 156,000 事業費 156,000 事業費 156,000

14

一般 事業費 524,094 事業費 560,000 事業費 560,000 事業費 560,000

15

一般 事業費 5,904 事業費 5,904 事業費 5,904 事業費 5,904

16

一般 事業費 6,575 事業費 6,575 事業費 6,575 事業費 6,575

17

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 15,854 事業費 15,854

18

一般 事業費 3,083 事業費 3,583 事業費 0 事業費 3,083

子育て支援課

子育て支援課

こども計画策定事業

こども基本法に基づき、国のこども大綱や都道府
県こども計画を勘案し、本市におけるこども政策
の方向性を示す常滑市こども計画（仮称）を策定
することで、本市のこども政策を推進します。

〇 児童育成支援拠点運営委託事業

養育環境等に課題を抱える児童に対し、生活習慣
の形成や学習支援や進路相談、食事の提供などを
行うとともに、保護者への情報提供、相談支援を
行うことで、虐待を防止し、児童の健全な育成を
図ります。

医療的ケアを必要とする子どもの保育園等での受
入体制を整備するため、検討会の開催や関係機関
との連絡体制の構築等のほか、医療的ケアを行う
看護師を配置します。

こども保育課

子育て支援課

〇 継続
医療的ケア児保育支援事業
（人件費含む）

子育て支援課

〇 継続 児童発達支援センター補助
波の音児童発達支援センターはまっこにおいて身
体障がい児等の受け入れを行うための人件費を補
助します。

継続 児童発達支援等給付事業

障がいのある児童（０〜18歳）が療育や治療、訓
練を受けることで円滑な集団生活を送れるように
するため、児童発達支援センターや放課後等デイ
サービスを利用するに当たり、各施設に給付金を
支給します。

18歳以下の児童を監護している母及び監護し、か
つ生計を同じくしている父、または養育している
人に手当を支給します。

子育て支援課

R8 R9 R10
施策１−２ 児童福祉
（１）児童・青少年の育成環境の充実

〇 継続 児童扶養手当支給事業

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R7

看護師、理学療法士に係る人件費の補助

医療的ケアを行う看護師を３人配置

新規

新規

児童育成支援拠点の運営委託を実施

「市町村こども計画」の策定 「市町村こども計画」の

策定

7



（単位：千円）

№
会計

19

一般 事業費 27,864 事業費 27,864 事業費 27,864 事業費 27,864

20

一般 事業費 20,838 事業費 35,083 事業費 35,083 事業費 35,083

21

一般 事業費 12,182 事業費 12,182 事業費 12,182 事業費 12,182

22

一般 事業費 7,451 事業費 7,656 事業費 7,656 事業費 7,656

23

一般 事業費 1,493 事業費 1,493 事業費 1,493 事業費 1,493

24

一般 事業費 284,741 事業費 287,056 事業費 292,014 事業費 292,752

給食センター

学校教育課

継続 給食センター管理運営委託事業
将来にわたって安全かつおいしい給食を提供する
ため、民間事業者の有する様々なノウハウを活用
して施設の維持管理・運営等を実施します。

学校教育課

継続 平和学習派遣事業 戦争被害があった場所へ児童を派遣し、平和を大
切にする心を育みます。

学校教育課

○ 継続 教育振興研究委託事業
小中学校の教育の充実、教職員の資質能力の向上
や課題への対応と解決を目的に、各種研究事業等
を市校長会に委託して行います。

学校教育課

（２）教育環境の充実

○ 継続
外国人講師招致事業
（JETプログラムによる招致含む）

常滑市内に在住する外国人５名及び「語学指導等
を行う外国青年招致事業（JETプログラム）」に
より招致した１名を任用し、外国語授業等の補助
を図るため、各小中学校に派遣します

学校教育課

教育支援センター事業
（人件費含む）

不登校及び不登校傾向の児童生徒の学校復帰を目
指し、教育支援センター、校内サポートルームを
設置することで集団生活への適応と自立ができる
よう支援・指導を行います。

（１）個々のニーズに応じた教育支援体制の拡充

〇
スクールソーシャルワーカー活用事業
（人件費含む）

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など、児童
生徒の問題行動の状況や背景には、心の問題とと
もに児童生徒が置かれている環境の問題が複雑に
絡み合っているため、教育分野の知識に加え、社
会福祉等の専門的な知識や技術を有するスクール
ソーシャルワーカーを配置します。

担当課
R7 R8 R9 R10

施策２−１ 学校教育

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

 基本目標２ 創造性や豊かな心を育むまち

キャリアスクールプロジェクト

総合的な学習の実践事業

拡充

拡充

スクールソーシャルワーカーを５名配置

教育支援センター支援

員を10名配置
教育支援センター支援員を17名配置
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№
会計

25

一般 事業費 86,674 事業費 97,000 事業費 97,000 事業費 97,000

26

一般 事業費 44,195 事業費 48,000 事業費 48,000 事業費 52,000

27

一般 事業費 0 事業費 320,000 事業費 0 事業費 0

28

一般 事業費 0 事業費 168,000 事業費 0 事業費 0

29

一般 事業費 410 事業費 410 事業費 410 事業費 410

30

一般 事業費 19,800 事業費 23,760 事業費 23,760 事業費 23,760

31

一般 事業費 2,080 事業費 3,202 事業費 3,202 事業費 3,202

32

一般 事業費 852 事業費 852 事業費 0 事業費 0

学校教育課

学校教育課

継続 文化部活動改革体制整備事業
各中学校で行っている部活動を地域に文化部活動
の吹奏楽部を対象に部活動の地域移行を試行しま
す。

学校教育課

（４）地域との連携の強化

○ 継続 コミュニティスクール推進事業

学校と地域住民等が協働し、「地域とともにある
学校づくり」を目指すため、特色ある学校づくり
の推進や地域コーディネーターを配置するなど、
コミュニティ・スクールの推進を図ります。

学校教育課

ICT支援員配置事業
GIGAスクール構想に伴う学校における急速なICT
化に対して、日常的な教員のICT活用の支援を図
ります。

学校教育課

継続 オンライン家庭学習支援事業 GIGAスクール構想によるオンライン家庭学習の
支援を図ります。

学校教育課

継続 中学校情報機器整備事業
GIGAスクール構想の実現に向けて令和２年度に
整備した、生徒一人一台のタブレット端末を更新
します。

学校教育課

継続 小学校情報機器整備事業
GIGAスクール構想の実現に向けて令和２年度に
整備した、児童一人一台のタブレット端末を更新
します。

学校教育課

継続 中学校パソコン借上事業 市内中学校で使用するパソコン・電子黒板等の
リースを行います。

（３）ICTを活用した教育の推進

継続 小学校パソコン借上事業 市内小学校で使用するパソコン・電子黒板等の
リースを行います。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

小学校使用パソコン・電子黒板等のリース

中学校使用パソコン・電子黒板等のリース

Wi-Fiルーターレンタル

ICT支援員を13校で３名

配置
拡充

端末の更新

ICT支援員を13校で3.5名配置

端末の更新

9



№
会計

33

一般 事業費 80,757 事業費 82,531 事業費 82,300 事業費 85,000

34

一般 事業費 78,483 事業費 78,483 事業費 78,483 事業費 80,000

35

一般 事業費 3,287 事業費 3,273 事業費 3,273 事業費 3,273

36

一般 事業費 613 事業費 650 事業費 650 事業費 650

37

一般 事業費 7,864 事業費 15,400 事業費 0 事業費 0

38

一般 事業費 2,460 事業費 未定 事業費 未定 事業費 未定

39

一般 事業費 100 事業費 未定 事業費 未定 事業費 未定

文化施設のあり方を検討します。
企画課・
生涯学習
スポーツ課

生涯学習
スポーツ課
・企画課

〇 継続 文化施設あり方検討事業

生涯学習
スポーツ課

〇 図書館整備検討事業 図書館整備基本構想の策定に向けた検討を進めま
す。

  生涯学習
スポーツ課

地域クラブ活動指導員配置事業

休日における中学校部活動の運営を、地域団体や
外部指導員などに移行し、中学生のスポーツにふ
れあえる機会を安定的・継続的に確保できる体制
を構築します。

  生涯学習
スポーツ課

継続 公民館講座教室等事業
市民ニーズの多様化に応じ、各ライフステージに
必要な生活課題の学習に応えられる公民館事業を
実施します。

生涯学習
スポーツ課

継続
青少年体験活動支援センター事業
（人件費含む）

青少年の豊かな人間性を育み、自ら考える力、判
断する力、表現する力、生き抜く力を育てるた
め、各種事業を実施します。

  生涯学習
スポーツ課

継続 図書館指定管理
青海本館、南陵分館、こども図書室の維持管理及
び運営について、指定管理者制度を活用して市民
サービスの向上と経費の削減を図ります。

継続 公民館指定管理

中央公民館、青海市民センター、南陵市民セン
ターの維持管理及び運営について、指定管理者制
度を活用して市民サービスの向上と経費の削減を
図ります。

R7 R8 R9 R10
施策２−２ 生涯学習・スポーツ
（１）生涯学習機会の充実

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課

新規

拡充
地域クラブ活動)指導員を委嘱

市民ワークショップの実施

図書館基本構想の策定

文化施設のあり方検討
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№
会計

40

一般 事業費 80,600 事業費 80,600 事業費 80,600 事業費 80,600

41

一般 事業費 84,400 事業費 84,400 事業費 84,400 事業費 84,400

42

一般 事業費 1,382 事業費 1,434 事業費 1,434 事業費 1,434

43

一般 事業費 800 事業費 800 事業費 800 事業費 800

44

一般 事業費 3,450 事業費 3,450 事業費 3,450 事業費 3,450

45

一般 事業費 2,000 事業費 10,000 事業費 0 事業費 0

46

一般 事業費 78,205 事業費 80,000 事業費 80,000 事業費 80,000

47

一般 事業費 10,978 事業費 50,964 事業費 3,464 事業費 3,464

生涯学習
スポーツ課

生涯学習
スポーツ課

〇 継続 登窯保存事業 国の重要有形民俗文化財「登窯」の保存活用に向
けた資料作成、調査を実施します。

（１）文化芸術活動の促進

継続 文化会館指定管理
市民文化会館の維持管理及び運営について、指定
管理者制度を活用して市民サービスの向上と経費
の削減を図ります。

生涯学習
スポーツ課

施策２−３ 文化芸術

生涯学習
スポーツ課

アジア・アジアパラ競技大会関連事業
2026年のアジア・アジアパラ競技大会の開催に向
け、機運醸成のためＰＲイベントなどの関連行事
を実施します。

継続
総合型地域スポーツクラブ事業
（人件費含む）

「いつでも、だれでも、どこでも」スポーツを楽
しむ機会を提供し、市民が主体的に参画するス
ポーツ環境を整備します。

中学校部活動の指導者不足を補うため、部活動指
導員を派遣し、生徒が充実した部活動を行えるよ
う支援します。

生涯学習
スポーツ課

生涯学習
スポーツ課

継続 中学校部活動指導員派遣事業

継続 スポーツ大会・教室開催事業

スポーツ関係団体と連携し、市民ニーズに応じた
スポーツ教室の実施や日頃の成果を発揮できるス
ポーツ大会を実施し、スポーツの振興を図りま
す。

温水プールの維持管理及び運営について、指定管
理者制度を活用して市民サービスの向上と経費の
削減を図ります。

生涯学習
スポーツ課

生涯学習
スポーツ課

継続 温水プール指定管理

継続 常滑公園指定管理
常滑公園（市体育館を含む）の維持管理及び運営
について、指定管理者制度を活用して市民サービ
スの向上と経費の削減を図ります。

担当課
R7 R8 R9 R10

（２）スポーツ活動の促進

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

新規 アジア・アジアパラ競技大会PRイベントの開催
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（単位：千円）

№
会計

48

一般 事業費 795 事業費 795 事業費 795 事業費 795

49

一般 事業費 13,883 事業費 13,883 事業費 13,883 事業費 13,883

50

一般 事業費 26,111 事業費 26,111 事業費 26,611 事業費 26,611

51

一般 事業費 244,146 事業費 249,146 事業費 244,146 事業費 244,146

52

介護保険 事業費 101,317 事業費 101,317 事業費 101,317 事業費 101,317

53

介護保険 事業費 16,023 事業費 8,543 事業費 8,543 事業費 16,023

高齢介護課○ 継続
一般介護予防事業
（人件費含む）

高齢者の要介護状態等の予防・軽減、悪化防止の
ため、関係課及び高齢者相談支援センター（地域
包括支援センター）と連携し、介護予防事業を実
施します。

市が行う総合事業において、要支援者等に対する
効果的かつ効率的な支援のため、訪問型サービ
ス、通所型サービス、その他の生活支援サービス
を行います。

高齢介護課

健康推進課

介護予防・生活支援サービス事業

継続 予防接種事業

伝染病のおそれがある疾病の発生やまん延を予防
し、公衆衛生の向上及び増進を図るため、予防接
種法に基づく定期接種とそれ以外の任意接種を必
要に応じ実施します。

健康推進課

（３）医療・福祉の連携などによる健康を支える地域づくり

健康推進課

〇 がん検診等事業

がん等生活習慣病の予防、早期発見、早期治療を
目的とした検診を行い、市民の健康維持と増進を
図ります。
また、子宮頸がん（20歳女性）、乳がん検診（40
歳女性）のクーポン券を送付し、がんの早期発
見・治療につなげます。

健康推進課

（２）健康診査・がん検診の推進

歯科保健事業
乳幼児期から高齢者まで各ライフステージに応じ
た健診・健康教育等の歯科保健事業を実施しま
す。

（１）健康づくり事業の推進

○ 継続 健康増進事業

市民一人ひとりが地域や家庭の中で心豊かに生活
できる生活の質の向上や健康寿命の延伸を図るた
め、疾病の早期発見・早期治療・生活習慣病の予
防など、生涯を通じた健康づくりを推進します。

担当課
R7 R8 R9 R10

施策３−１ 健康づくり

 基本目標３ 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

妊婦歯科健康診査、乳幼児歯科健診・フッ化物塗布の実施

幼保育園・こども園における歯みがき巡回指導、小学校２年生におけるむし歯予防活動

歯科総合健診の実施、生涯を通じた歯科健診（いわゆる国民皆歯科健診）に向けた取り組みの推進

各種がん検診、ヤング健診、肝炎検査等の実施

子宮頸がん検診（20歳）、乳がん検診（40歳女性）の受診勧奨

集団検診の実施

定期接種の実施、必要に応じた任意接種の実施

「健康とくらしの調査」の

実施

拡充

拡充

拡充

「健康とくらしの調査」の

実施

介護予防・日常生活支援総合事業の拡充（サービスＢ・Ｃ）

歯周病検診マニュアル

改訂に伴うシステム改修

骨粗しょう症対策の実施

予防接種履歴の情報連携

項目追加に伴うシステム

改修

健康管理システム

（PMH) 改修
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№
会計

54

一般 事業費 3,300 事業費 3,300 事業費 3,300 事業費 3,300

55

一般 事業費 3,098 事業費 3,098 事業費 32,821 事業費 3,098

56

一般 事業費 4,687 事業費 4,687 事業費 4,687 事業費 4,687

57

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

58

一般 事業費 776,321 事業費 831,732 事業費 732,262 事業費 688,323

59

一般 事業費 776,321 事業費 831,732 事業費 732,262 事業費 688,323

60

一般 事業費 348 事業費 405 事業費 405 事業費 405

健康推進課

健康推進課

〇
知多半島総合医療機構評価委員会
運営事業（人件費含む）

地方独立行政法人知多半島総合医療機構の自律性
や効率性、透明性を高め、目標による業務管理を
図るため、「地方独立行政法人知多半島総合医療
機構評価委員会」を設置し、業務実績の評価や必
要に応じて改善勧告を行います。

（４）持続可能な医療提供体制の強化

〇
知多半島総合医療機構運営費負担事業
（再掲）

地方独立行政法人知多半島総合医療の安定的な運
営に向けて、設立団体として運営支援を行いま
す。

健康推進課〇
災害時の医療救護所の設置・運営に
関する体制整備

大規模災害発生時における医療救護等について、
知多半島りんくう病院及び市医師団と連携を図
り、医療体制の確保に努めます。

〇 知多半島総合医療機構運営費負担事業
地方独立行政法人知多半島総合医療の安定的な運
営に向けて、設立団体として運営支援を行いま
す。

健康推進課

健康推進課

（３）災害時医療体制の強化

健康推進課

○ 継続 在宅当番医制運営事業
休日における医療（第一次救急医療体制）確保を
図るため、常滑市医師団に委託し、休日診療を実
施します。

高齢介護課

（２）救急医療体制の充実

○ 継続
第二次救急医療病院群輪番制病院運営事
業

知多地域第二次救急医療病院群輪番制病院運営事
業を実施する７病院に対する補助金を負担し、休
日や夜間における入院治療を必要とする重症救急
患者の医療確保を図ります。

施策３−２ 医療体制づくり
（１）地域医療体制の充実

継続 在宅医療連携システム事業
関係機関が医療及び介護等に関する情報をネット
ワークで共有し連携を図るため、在宅医療連携シ
ステム（電子＠連絡帳）の運用を行います。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

新規

新規

運営費負担金を拠出

評価委員会の運営

新規

新規 運営費負担金を拠出

13



№
会計

61

介護保険 事業費 66,957 事業費 66,957 事業費 66,957 事業費 66,957

62

介護保険 事業費 11,046 事業費 11,046 事業費 11,046 事業費 11,046

63

介護保険 事業費 4,446 事業費 4,446 事業費 4,446 事業費 4,446

64

介護保険 事業費 988 事業費 988 事業費 988 事業費 988

65

一般 事業費 16,090 事業費 16,090 事業費 16,090 事業費 16,090

66

一般 事業費 4,400 事業費 4,400 事業費 4,400 事業費 4,400

67

介護保険 事業費 1,707 事業費 1,707 事業費 1,707 事業費 1,707

68

介護保険 事業費 632 事業費 632 事業費 632 事業費 632

高齢者のボランティア育成及び活動を支援するた
め、社会福祉協議会が実施している介護予防ポイ
ント制度（スマイルポイント）へ負担金を支出し
ます。

高齢介護課

高齢介護課

継続 一般介護予防事業評価事業

高齢介護課

継続 介護ボランティアポイント事業

高齢者のボランティア育成及び活動を支援するた
め、社会福祉協議会が実施している介護予防ポイ
ント制度（スマイルポイント）へ負担金を支出し
ます。

高齢介護課

継続 老人クラブ事業補助 高齢者の社会参加や生きがいづくりに関する活動
を支援するため、市老人クラブに助成します。

継続 市シルバー人材センター補助
高齢者の社会参加や生きがいづくりに関する活動
を支援するため、市シルバー人材センターに助成
します。

高齢介護課

（３）高齢者の社会参加や生きがいづくりの促進

○ 継続 地域ケア会議推進事業

地域ケア会議、地域ケア個別会議を開催すること
により、個別課題の解決、地域包括支援・ネット
ワークの構築、地域課題の発見、地域づくり等に
ついて検討を行い、地域包括ケアシステムの実現
を図ります。

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を継続
できるよう、在宅医療及び介護の包括的な提供体
制の構築を行います。

高齢介護課

高齢介護課

継続 在宅医療・介護連携推進事業

継続 生活支援体制整備事業

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができる
ような地域づくりのため、常滑市社会福祉協議会
への委託により、生活支援コーディネーターが中
心となって生活支援及び地域のつながりづくりを
行います。

高齢介護課

（２）地域で支え合う仕組づくり

○ 継続 包括的支援事業・任意事業

高齢者の心身の健康と安定した生活を支援するた
め、高齢者相談支援センター（地域包括支援セン
ター）業務を委託するとともに、介護保険制度の
適正な運営を図るため、地域包括ケア推進協議会
を開催します。

R7 R8 R9 R10
施策３−３ 高齢者福祉
（１）高齢者相談支援センター（地域包括支援センター）の体制・機能強化

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課

高齢者相談支援センター業務委託（北部・中部・南部）

地域包括ケア推進協議会の開催

市民公開講座、多職種研修会の開催
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№
会計

69

一般 事業費 4,217 事業費 5,017 事業費 8,127 事業費 8,127

70

介護保険 事業費 1,458 事業費 1,458 事業費 1,458 事業費 1,458

71

介護保険 事業費 3,653 事業費 3,653 事業費 543 事業費 543

72

一般 事業費 117,040 事業費 0 事業費 0 事業費 0

73

一般 事業費 675,356 事業費 675,356 事業費 675,356 事業費 675,356

74

一般 事業費 29,428 事業費 29,428 事業費 29,428 事業費 29,428

75

一般 事業費 179 事業費 179 事業費 179 事業費 179

福祉課

福祉課

継続 研修・啓発事業
地域住民や職員に、障がい者に対する理解を深め
てもらうとともに関心を持ってもらうため、研修
等を実施します。

福祉課

○ 継続 障害者相談支援事業
障がい者（児）が自立した日常生活や社会生活を
できるようにするため、相談の実施、情報提供や
援助を行います。

（１）障がいのある人への生活・就労支援の充実

○ 継続 障害者支援施設事業
自立した日常生活や社会生活を営むことができる
よう、施設での生活介護事業や就労支援事業など
により障がい者の生活や就労を支援します。

高齢介護課

施策３−４ 障がい者福祉

高齢介護課

（５）地域密着型サービス施設の整備

継続 介護施設等整備事業費補助
高齢者が住み慣れた地域において継続して日常生
活を営むことを可能とするため、民間参入による
整備を促進します。

高齢介護課

継続 家族介護支援事業
在宅高齢者を介護している家族等に対して、サー
ビスを提供し、家族の負担軽減及び高齢者の在宅
生活の継続を図ります。

高齢介護課

継続 認知症総合支援事業
認知症になっても本人の意思が尊重され、できる
限り住み慣れた地域で暮らし続ける社会の実現を
目指した取組を行います。

在宅高齢者生活支援事業

在宅の高齢者に対し必要なサービスを提供するこ
とにより、高齢者が住み慣れた地域社会の中で引
き続き生活していくことを支援し、高齢者の保健
福祉の向上を図るため、高齢者在宅福祉サービス
の提供を行います。

担当課
R7 R8 R9 R10

（４）高齢者と認知症の人の在宅生活支援

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

拡充
難聴高齢者に対する支援の検討

介護施設等を整備する事業者の支援
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№
会計

76

一般 事業費 195,141 事業費 205,000 事業費 205,000 事業費 205,000

77

一般 事業費 58,918 事業費 60,000 事業費 60,000 事業費 60,000

78

一般 事業費 300 事業費 500 事業費 500 事業費 500

79

国保 事業費 35,716 事業費 35,716 事業費 35,716 事業費 35,716

80

国保 事業費 4,294 事業費 4,294 事業費 4,294 事業費 4,294

81

一般 事業費 46,959 事業費 46,959 事業費 46,959 事業費 46,959

82

一般 事業費 1,759 事業費 1,759 事業費 1,759 事業費 1,759

口腔機能低下（オーラルフレイル）の予防や誤嚥
性肺炎等の疾病予防につなぐとともに、健康の保
持・増進を図るため、高齢者を対象とする歯科健
康診査を実施します。

保険年金課・
健康推進課

保険年金課・
健康推進課

〇 継続 後期高齢者歯科健康診査事業

保険年金課・
健康推進課

（２）後期高齢者医療制度の安定的な運営

〇 継続 後期高齢者健康診査事業 生活習慣病の早期発見や重症化予防、心身の機能
低下の防止等のため、健康診査を実施します。

保険年金課・
健康推進課

〇 継続 特定保健指導事業
国民健康保険事業の適正な運営のため、特定健診
の結果から生活習慣病のリスクが高い人を対象に
改善を促します。

（１）国民健康保険事業の安定的な運営

〇 継続 特定健康診査事業
国民健康保険事業の適正な運営のため、特定健診
を実施することで健康の保持・改善をし、医療費
抑制につなげます。

経済振興課

施策３−５ 社会保障・保険制度

○ 継続 農福連携推進事業

農業者と福祉事業者等が協働し、農業と福祉の連
携に取り組む中で、障がい者を雇用している農業
者や福祉事業者等が新しい品目の生産・加工や既
存栽培品目の生産拡大等を行うことによって、障
がい者の働く場を確保する事業に要する経費につ
いて補助金を交付します。

福祉課

（３）農福連携の支援

○ 継続 障害者居宅介護事業

障がい者の福祉向上のため、障がいにより日常生
活において介護が必要な障がい者に対して、ホー
ムヘルパーによる自宅訪問での身体介護・家事援
助・通院介助のサービスを提供します。

障がい者の福祉向上のため、障がい者が共同生活
を営む住居に関し、相談や介護等の日常的な支援
にかかる費用を支援します。

福祉課

R7 R8 R9 R10
（２）障がいのある人が自立して生活する場の確保

○ 継続 障害者共同生活援助事業

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
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№
会計

83

介護保険 事業費 1,992 事業費 1,992 事業費 1,992 事業費 1,992

84

介護保険 事業費 0 事業費 3,519 事業費 0 事業費 0

85

一般 事業費 427 事業費 427 事業費 427 事業費 427

86

一般 事業費 4,511 事業費 未定 事業費 未定 事業費 未定

87

一般 事業費 11,098 事業費 12,498 事業費 12,498 事業費 12,498

生活保護に至る前段階からの一人一人の状況に応
じた支援として、生活と就労に関する相談支援、
収入が減少した人に対する家賃支援、生活困窮家
庭の児童に対する学習支援を実施します。

福祉課

福祉課

〇 生活困窮者自立支援事業

〇 重層的支援体制整備事業 複合的な福祉・生活課題に対応するため、重層的
支援の体制整備を行います。

保険年金課

（５）生活困窮者等への適切な支援

高齢介護課

（４）国民年金制度の啓発・周知

継続 国民年金事務

国民年金制度への理解の促進を行うため、国民年
金に係る資格の取得・喪失、免除申請等の受付事
務や老齢年金、障害基礎年金に係る受付事務を行
います。

高齢介護課

継続 介護保険事業計画策定事務
介護保険事業計画の策定（３年毎）、計画の策定
及び実行（事業者選定等）に必要となる会議を開
催します。

継続 介護給付費適正化事業
介護給付適正化システム保守・運用支援委託、介
護給付費通知の送付を実施することにより、被保
険者に対する適切な介護サービスを確保します

担当課
R7 R8 R9 R10

（３）介護保険事業の円滑な実施と介護保険制度の適正な運営

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

自立相談支援事業・学習支援事業・就労準備支援事業の実施、住居確保給付金の支給

介護保険事業計画の

策定

新規

拡充
家計改善支援事業の実施

体制構築、計画作成、

重層的支援会議の開催
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（単位：千円）

№
会計

88

一般 事業費 338 事業費 338 事業費 338 事業費 338

89

一般 事業費 1,615 事業費 1,640 事業費 1,665 事業費 1,690

90

一般 事業費 1,709 事業費 1,709 事業費 3,309 事業費 1,883

91

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 7,656

92

一般 事業費 10,717 事業費 6,174 事業費 12,300 事業費 19,710

93

一般 事業費 5,188 事業費 3,208 事業費 3,208 事業費 3,208

94

一般 事業費 0 事業費 12,700 事業費 200,000 事業費 0

防災危機管理課

防災危機管理課

防災拠点倉庫整備事業
大規模災害発生時に、迅速に避難者へ必要物資を
提供するための保管場所や物流の拠点として、防
災拠点倉庫の整備を図ります。

〇 継続 災害情報伝達システム維持管理

スマートフォン等に対して災害情報をプッシュ型
で配信する防災アプリの運用により、情報伝達手
段の多重化・多様化を推進し、災害時の迅速かつ
的確な情報伝達を図ります。

災害時に防災情報伝達の多様化のため、同報系防
災行政無線の適切な管理及び運用を図ります。

防災危機管理課

防災危機管理課

○ 継続 同報系防災行政無線維持管理

防災危機管理課

継続 防災ガイドマップ等作成事業
防災ガイドブックやハザードマップの更新整備に
より、災害から命を守る上で重要な災害情報の市
民への周知を図ります。

○ 継続 防災カメラ整備事業

災害発生時に浸水想定区域や河川流域等の状況把
握のため防災カメラを設置し、防災に資する情報
をパソコンやスマートフォン、ケーブルテレビ等
様々な媒体で誰でも閲覧できる環境を整えます。

各地区の自主防災会活動に対して支援するととも
に、自主防災会の設立の促進を図ります。

防災危機管理課

防災危機管理課

○ 継続 防災組織交付事業

R9 R10
施策４−１ 防災・減災
（１）災害対応の体制づくり

○ 継続 総合防災訓練
災害時の応急対策に関する検証・確認と住民の防
災意識の高揚を図るため、総合防災訓練を実施し
ます。

 基本目標４ 安全な暮らしを守るまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R7 R8

自主防災会の立ち上げ（毎年度１地区）

市総合防災訓練の実施

防災ガイドブック、

ハザードマップの更新

バッテリー更新

防災カメラの増設

新規

機器更新基本設計 機器更新実施設計

維持・管理

実施設計 防災拠点倉庫の整備

18



№
会計

95

一般 事業費 0 事業費 20,843 事業費 4,943 事業費 4,943

96

一般 事業費 1,030 事業費 1,030 事業費 1,030 事業費 1,030

97

一般 事業費 10,000 事業費 11,000 事業費 0 事業費 0

98

一般 事業費 7,500 事業費 6,000 事業費 6,000 事業費 6,000

99

一般 事業費 4,660 事業費 35,900 事業費 24,000 事業費 10,700

100

一般 事業費 40,555 事業費 16,100 事業費 5,200 事業費 4,800

101

一般 事業費 8,400 事業費 25,200 事業費 50,700 事業費 31,500

土木課

土木課

継続 県営老朽ため池等整備事業 防災重点農業用ため池のうち、老朽化対策が必要
なため池について対策工事を促進します。

土木課

継続 農業用排水施設維持管理適正化事業
農業水利施設（用排水路・ため池等）の機能保持
や防災・減災機能等の強化を図るため、水路の浚
渫や修繕等を実施します。

土木課

継続 県営防災ダム事業費

水害等による堤体決壊等により農地・農作物・農
業用施設及び公共施設に多大な被害を及ぼす恐れ
がある防災重点農業用ため池のうち、耐震・豪雨
耐性の不足するため池について対策工事を促進し
ます。

土木課

継続 県営急傾斜地崩壊対策事業 急傾斜地の崩壊による災害から生命、財産を守る
ため、崩壊対策の整備を促進します。

（２）災害に強い都市基盤づくり

継続 県営常滑港改良事業 常滑港において、津波高の軽減を目的とした防波
堤の整備を促進します。

最新のハザード情報を反映した多言語対応の地図
がスマートフォンやパソコンから閲覧できるよ
う、デジタルハザードマップを整備します。

防災危機管理課

防災危機管理課

〇 継続 デジタルハザードマップ維持管理

〇 防災DX推進事業

住民等が適切な避難行動をとることができるよ
う、災害情報を収集・整理・分析し、地理情報シ
ステムと組み合わせて一元管理する「防災情報シ
ステム」の構築を進めます。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

防波堤改良工事

玉越池・白萱池・石瀬池 等

拡充
防災情報システムの導入

水路修繕等

大窯池改修

小倉排水路改修

維持・管理
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№
会計

102

水道 事業費 169,037 事業費 48,785 事業費 188,540 事業費 241,780

103

下水道 事業費 218,850 事業費 218,850 事業費 218,850 事業費 218,850

104

一般 事業費 41,500 事業費 87,000 事業費 55,000 事業費 30,000

105

一般 事業費 4,500 事業費 4,500 事業費 4,500 事業費 4,500

106

一般 事業費 2,000 事業費 2,000 事業費 2,000 事業費 2,000

107

一般 事業費 1,254 事業費 1,254 事業費 1,254 事業費 1,254

108

一般 事業費 1,621 事業費 1,621 事業費 1,621 事業費 1,621

109

一般 事業費 22,307 事業費 55,581 事業費 100,000 事業費 122,000

消防本部

消防本部

〇 継続 消防車両購入 各種災害事案に迅速かつ安全に対応するため、消
防車両の更新を行います。

消防本部

○ 継続 消防団車庫等管理 消防団車庫兼詰所及び防災格納庫の維持管理を
し、破損個所等の修繕整備を図ります。

施策４−２ 消防・救急
（１）消防体制の充実

○ 継続 消防団演習・訓練
多岐にわたる消防業務の情勢に対応できるよう各
種訓練、講習会等により知識・技術を修得させる
など、消防団員の育成を図ります。

市内の空家の活用を促進すると同時に市内の良好
な住環境の確保を図るため、市内の空家を有効活
用しようとする者に対し、改修に必要な費用の一
部を助成します。

都市計画課

都市計画課

○ 継続 空家等利活用改修事業補助

○ 継続 空家住宅除却事業補助

所有者等が適切な管理に努めるよう、空家等に関
する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、
老朽化した空家住宅の除却費の一部を助成しま
す。

公共下水道事業計画区域外の水路を計画的に改修
し、浸水被害の防止を図ります。

下水道課

下水道課

継続 排水路整備事業

水道課

継続 雨水管路整備
公共下水道事業計画区域内における汚水管整備に
合わせ、蒲池・西之口・山方地区等の雨水排水施
設の整備を推進します。

R8 R9 R10

継続 災害時重要給水施設管路の耐震化

「安全」「強靭」「持続」の観点から、災害に強
いライフライン構築のため、管路の耐震化を重点
的に推進します。また、応急給水栓の設置を進め
ます。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R7

管路の耐震化・応急給水栓の設置

新田町排水路整備

末広町排水路設計

指揮車の購入 消防ポンプ自動車の

購入

化学２号車の購入 大型水槽車、高規格救

急自動車、消防ポンプ

自動車の購入

末広町排水路整備
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№
会計

110

一般 事業費 3,303 事業費 1,370 事業費 3,870 事業費 1,170

111

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

112

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

113

一般 事業費 135 事業費 135 事業費 135 事業費 135

114

一般 事業費 8,000 事業費 8,000 事業費 8,000 事業費 8,000

115

一般 事業費 7,500 事業費 7,500 事業費 7,500 事業費 7,500

交通安全施設（照明灯、防護柵、区画線、カーブ
ミラー、標識等）について、地元の意見を踏まえ
て地域の状況を把握し、計画的に修繕します。

土木課

土木課

継続 交通安全施設修繕

学校教育課

継続 交通安全施設整備事業
交通安全施設（照明灯、防護柵、区画線、カーブ
ミラー、標識等）について、地元の意見を踏まえ
て地域の状況を把握し、計画的に整備します。

継続 実践的安全教育総合支援事業
通学路安全推進会議を開催することを通じて、通
学路における危険個所を把握するとともに、関係
機関と連携しながら安全対策を講じます。

消防本部

施策４−３ 交通安全・防犯
（１）地域交通安全の環境づくり

消防本部

（４）火災予防の推進

継続 住宅用火災警報器の設置促進 防火訪問などにより、住宅用火災警報器の設置促
進を図ります。

消防本部

（３）様々な事案に対応できる体制の確保

〇 継続
中部国際空港消火救難・救急医療活動総
合訓練等の実施

中部国際空港株式会社等関係機関と連携し、航空
機事故に対応できる体制を確保します。

（２）救急体制の充実

〇 継続 救急教育研修
救急救命士研修所での新規救急救命士養成や気管
挿管及び薬剤投与を実施するための資格取得等を
行います。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

救急救命士・気管挿管救命士・養成・薬剤投与救命士の養成 等
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№
会計

116

一般 事業費 500 事業費 500 事業費 500 事業費 500

117

一般 事業費 1,500 事業費 1,500 事業費 1,500 事業費 1,500

118

一般 事業費 1,344 事業費 1,344 事業費 1,344 事業費 1,344

119

一般 事業費 2,141 事業費 1,910 事業費 1,910 事業費 1,910

120

一般 事業費 383 事業費 408 事業費 408 事業費 408

121

一般 事業費 4,020 事業費 3,076 事業費 3,209 事業費 3,088

122

一般 事業費 17,700 事業費 17,700 事業費 17,700 事業費 17,700

地球温暖化を抑制させるべく「2050年温室効果ガ
ス排出実質ゼロ」を実現するため、再生可能エネ
ルギー導入の促進や地域の事業者、住民による省
エネその他の排出抑制の推進を図ります。

生活環境課

生活環境課

（２）地球温暖化対策の推進

○ 継続 地球温暖化対策事業

継続 公害対策事業 適切な環境を維持するため、水質汚濁、騒音、悪
臭等の公害に係る調査を実施します。

経済振興課

施策４−４ 環境保全
（１）公害対策の推進

経済振興課

継続 消費者行政啓発

消費者の生活に関する知識の普及啓発を行うた
め、消費生活講座（中学校・高齢者向け）を開催
します。また、消費生活相談員及び担当職員の自
己啓発や知識向上のため研修支援を行います。

継続 消費生活相談事業

消費生活に関するトラブル被害の未然防止、拡大
防止を図るため、消費生活センターを開設し、消
費生活相談員が消費者からの相談に対して指導を
行います。

市民協働課

（３）安全な消費生活の推進

○ 継続 防犯カメラ設置管理費

中部クラビス株式会社のみまもりポールを活用
し、駅駐輪場やトイレ、市内学校校門前、事件・
事故、不審者発生等の発生状況をふまえ、防犯カ
メラの設置、管理をします。

地区が管理する防犯灯を設置する費用の補助を行
い、地域防犯の推進を図ります。

市民協働課

市民協働課

継続 防犯灯設置費補助

継続 市防犯協会補助
防犯意識向上のための啓発を図るため、防犯ボラ
ンティアや自主防犯団体の育成及び支援を行いま
す。

担当課
R7 R8 R9 R10

（２）地域防犯の環境づくり

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

住宅用太陽光発電施設設置費の補助

個人用次世代自動車購入費の補助
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№
会計

123

一般 事業費 54,398 事業費 54,398 事業費 54,398 事業費 54,398

124

一般 事業費 273,822 事業費 279,335 事業費 281,609 事業費 282,288

125

一般 事業費 50 事業費 611 事業費 570 事業費 611

126

一般 事業費 190 事業費 552 事業費 142 事業費 552

127

一般 事業費 19,810 事業費 14,556 事業費 14,556 事業費 14,556

128

一般 事業費 156,994 事業費 157,200 事業費 156,052 事業費 157,277

129

一般 事業費 6,147 事業費 5,505 事業費 5,505 事業費 5,505

130

一般 事業費 385 事業費 4,350 事業費 4,350 事業費 4,350

生活環境課

都市計画課

継続 火葬場修繕 安定した火葬業務を行うため、建物等を維持する
ための修繕を実施します。

生活環境課

（４）墓所・火葬場の適正管理

継続 高坂墓園維持管理 通路、園路、駐車場、トイレ等の墓所の適正な維
持管理を図り、整備済区画の利用を促進します。

生活環境課

継続 中部知多衛生組合分担事業

市内から排出されるし尿、浄化槽汚泥等を適正に
処理するため、常滑市、半田市、武豊町の２市１
町で中部知多衛生組合を運営し、運営及び施設増
設に要する経費を構成市町で分担します。

生活環境課

（３）適切な生活排水処理の推進

継続 合併処理浄化槽設置費補助
適切な生活排水処理を推進するため、合併処理浄
化槽の新設・転換への助成及び浄化槽の適正管理
の啓発を行います。

生活環境課

（２）市民・団体と連携した環境美化の推進

継続 公共施設の環境美化事業 アダプトプログラムの普及・促進に努め、市民と
共に道路等の環境美化を進めます。

生活環境課

継続 高齢者等ごみ出し支援事業

誰もが安心してごみを出せるまちづくりを進める
ため、家庭ごみを集積場まで運ぶことが困難な高
齢者や障がい者などを訪問し、もえるごみを戸別
回収します。

生活環境課

継続 知多南部広域環境組合分担事業

市内から排出される廃棄物を適正に処理するた
め、常滑市、半田市、武豊町、美浜町、南知多町
の２市３町で知多南部広域環境組合を運営し、設
置及び管理に要する経費を構成市町で分担しま
す。

（１）ごみの排出抑制と資源化の推進

資源回収ステーション運営 ごみの資源化、減量化をより一層推進するため、
資源回収ステーションを運営します。

担当課
R7 R8 R9 R10

施策４−５ 環境衛生

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

墓地の維持・管理

火葬炉の修繕等

拡充 資源回収ステーションの運営時間延長（週1日のみ15時まで）
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（単位：千円）

№
会計

131

一般 事業費 5,960 事業費 5,960 事業費 9,000 事業費 9,000

132

一般 事業費 15,787 事業費 未定 事業費 未定 事業費 未定

133

一般 事業費 5,960 事業費 5,960 事業費 9,000 事業費 9,000

134

一般 事業費 288,436 事業費 288,436 事業費 288,436 事業費 288,436

135

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

136

一般 事業費 481 事業費 0 事業費 0 事業費 0

土木課継続 西知多道路事業付替市道公共補償
西知多道路の建設により市道の機能が損なわれる
ことのないよう、別の場所へ付け替えるために必
要な用地を県の補償金により取得します。

企画課

施策５−２ 道路・港湾・河川
（１）幹線道路の整備促進

継続 自動運転実証事業
自動運転車両導入を目指し、国庫補助を活用した
実証実験に取り組みます。また、実装に向けた課
題を整理し、実現に向けてあり方を検討します。

市民協働課

（４）先進的な取組みへのチャレンジ

〇 コミュニティバス運行事業

日常生活を支える生活圏交通として、必要な移動
を確保するとともに、「まち」の活性化・魅力の
向上を図るほか、ボートレースとこなめの来場を
促進するため、コミュニティバスグルーンを運行
します。

市民協働課

（３）公共交通を活かしたまちの活性化

市民協働課

（２）地域公共交通の確保・維持

○ 継続 地域公共交通協議会関係事業（再掲） 地域公共交通会議の運営や地域公共交通計画の進
捗管理を行います。

市民協働課

〇
知多半島総合医療センター通院用
シャトルバス運行事業

通院等する市民のアクセスを確保するため、知多
半島総合医療センターと知多半島りんくう病院の
間でシャトルバスを試験運行します。

（１）みんなが使いやすい公共交通

○ 継続 地域公共交通協議会関係事業 地域公共交通会議の運営や地域公共交通計画の進
捗管理を行います。

担当課
R7 R8 R9 R10

施策５−１ 公共交通

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

 基本目標５ 快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち

地域公共交通協議会の運営

新規

新規

地域公共交通協議会の運営

試験運行

コミュニティバスグルーンの運行

試験運行の結果を踏まえ、試験運行や本運行の可否等を検討

国庫補助の採択を受けた場合は実施
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№
会計

137

一般 事業費 55,000 事業費 128,000 事業費 35,000 事業費 50,000

138

一般 事業費 9,000 事業費 11,000 事業費 11,000 事業費 11,000

139

一般 事業費 20,004 事業費 17,004 事業費 17,004 事業費 17,004

140

一般 事業費 77,000 事業費 60,000 事業費 60,000 事業費 60,000

141

一般 事業費 32,000 事業費 26,000 事業費 50,000 事業費 40,000

142

一般 事業費 9,600 事業費 13,200 事業費 210,000 事業費 10,000

143

一般 事業費 7,500 事業費 1,500 事業費 1,500 事業費 1,500

土木課継続 河川修繕 老朽化した河川施設の維持修繕を実施します。

農道橋梁の健全な状態を保つため、国や県の補助
金を活用して必要な修繕を実施します。

土木課

土木課

継続 農道橋梁長寿命化事業

継続 橋梁更新事業 橋梁長寿命化修繕計画に基づいて、必要な修繕を
実施します。

舗装修繕計画の結果に基づき、必要な修繕を実施
します。

土木課

土木課

（３）計画的な修繕による維持管理

継続 道路ストック総点検事業

土木課

継続 狭あい道路改良事業
市道の円滑な交通を確保するため、狭あい道路
（建築基準法第42条第２項に規定する道路）の拡
幅整備を実施します。

土木課

継続 道路改良事業 市道の円滑な交通を確保するため、県の補助金を
活用し市道を整備します。

継続 多屋線道路改良事業 市道の整備推進のため、多屋線道路改良工事を実
施します。

担当課
R7 R8 R9 R10

（２）生活道路の整備

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

舗装修繕工事

用地取得、工事

修繕工事、法定点検

河川の維持修繕

点検・計画策定 実施設計 補修・撤去工事
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№
会計

144

一般 事業費 194,410 事業費 547,000 事業費 127,100 事業費 113,000

145

一般 事業費 17,077 事業費 22,000 事業費 63,500 事業費 3,300

146

一般 事業費 12,500 事業費 12,500 事業費 0 事業費 0

147

一般 事業費 14,000 事業費 0 事業費 0 事業費 0

148

一般 事業費 4,000 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000

149

一般 事業費 159 事業費 20,291 事業費 20,291 事業費 20,291

観光戦略課

観光戦略課

やきもの散歩道地区景観計画推進事業 やきもの散歩道地区の景観を保全するため、景観
計画の推進を図ります。

都市計画課

（２）将来を見据えた景観形成の推進

継続 やきもの散歩道地区景観保全助成

レンガ煙突等の外観改修や景観基準に適合した建
築物・工作物の新築・新設等に際し、住民及び事
業者の負担を軽減するため、やきもの散歩道地区
景観保全基金を活用し、景観保全に係る費用の一
部を助成します。

都市計画課

都市計画決定関連事業 市街化編入のため、関係機関と協議し都市計画決
定図書を作成します。

都市計画課

マスタープラン関連計画作成事業
持続可能な都市形成を図るため、現状を分析・把
握するとともに課題を整理し、立地適正化計画等
を策定します。

都市計画課

区画整理（西ノ口駅東区画整理）事業 西ノ口駅東の農地一帯の区画整理事業を推進しま
す。

施策５−３ 市街地整備・景観形成
（１）市街地などの整備

継続
常滑駅周辺土地区画整理事業特別会計繰
出

常滑駅周辺地域が、人々の交流・賑わいを支える
都市基盤として、将来にわたり本市の中心市街地
としての役割を果たすとともに、安心・安全に暮
らすことのできる居住環境を確保するため、常滑
駅周辺土地区画整理事業を推進します。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

駅東駅前広場の整備

新規

新規

拡充

拡充

区画道路の整備

換地処分手続き

換地処分手続き

区画整理事業の設立

準備

市街化編入手続き、区画整理事業調査、プロポーザル 等

立地適正化計画の策定

緑の基本計画の策定

都市計画決定図書の

作成

擁壁劣化調査

ケサワ延長の検討・調査

擁壁劣化調査

ケサワの延長工事
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№
会計

150

一般 事業費 3,000 事業費 3,000 事業費 3,000 事業費 3,000

151

一般 事業費 5,937 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000

152

一般 事業費 50,000 事業費 50,000 事業費 50,000 事業費 50,000

153

一般 事業費 30,800 事業費 50,000 事業費 350,000 事業費 350,000

154

一般 事業費 26,434 事業費 6,000 事業費 4,000 事業費 4,000

155

一般 事業費 4,783 事業費 4,783 事業費 4,783 事業費 2,783

都市計画課

経済振興課

継続 前山ダム公園維持管理 前山ダム公園の適切な維持管理を図るため、公園
施設の修繕を行います。

（３）小脇公園、前山ダム公園、農村公園などの適切な維持管理・利用促進

小脇公園施設整備事業 老朽化した公園施設の再生や施設の木質化を進
め、公園の魅力向上を図ります。

利用者ニーズの変化への対応や老朽化した施設の
更新のため、大曽公園の再整備を実施します。

都市計画課

都市計画課

〇 継続 大曽公園再整備事業

都市計画課

公園施設長寿命化事業
安全で安心して憩い、楽しみ、遊べる公園を維持
するため、計画に基づき、優先度に応じた計画的
な施設更新を実施します。

都市計画課

（２）都市公園などの適切な維持管理・利用促進

継続 公園改修

遊具の安全点検を年１回行い、点検結果により早
急に遊具の改修や部品交換を行います。また、公
園施設長寿命化計画の策定により、優先度に応じ
た整備を計画的に実施します。

継続 花いっぱいのまちづくり事業

愛知県が行う「あいち森と緑づくり都市緑化推進
事業」のうち、「県民参加緑づくり事業」を活用
し、県内産の花苗を購入します。また、購入した
花苗は、市民団体等へ配布し、植付及び花壇の管
理を実施します。

R7 R8 R9 R10
施策５−４ 公園緑地・水辺空間
（１）緑化意識の普及・啓発及び緑化の推進

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課

運営調査

施設の木質化

新規

拡充

基本設計 詳細設計 整備工事

喫茶室の木質化改修

工事
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№
会計

156

水道 事業費 107 事業費 100 事業費 100 事業費 0

157

水道 事業費 413,151 事業費 392,611 事業費 369,213 事業費 231,519

158

下水道 事業費 461,750 事業費 461,750 事業費 461,750 事業費 461,750

159

下水道 事業費 27,700 事業費 1,297,000 事業費 1,263,689 事業費 0

160

下水道 事業費 724,300 事業費 726,000 事業費 510,000 事業費 433,000

161

下水道 事業費 164,000 事業費 172,200 事業費 185,300 事業費 171,700

162

下水道 事業費 103,042 事業費 165,408 事業費 275,220 事業費 64,964

下水道課継続 共同汚泥処理事業
常滑浄化センターで発生する下水汚泥の処理の安
定性を確保するため、衣浦西部流域浄化センター
での共同処理を推進します。

下水道課

（４）汚泥の広域処理の推進

下水道課

継続 集落排水施設整備 汚水処理機能の維持のため、老朽化した農業集落
排水処理施設の耐震化及び更新を行います。

下水道課

継続 常滑浄化センター整備 汚水処理機能の維持のため、常滑浄化センターの
機能増設及び更新を行います。

下水道課

継続 雨水ポンプ場整備 排水機能の維持のため、老朽化した雨水ポンプ場
の耐震化及び更新を行います。

継続 汚水管路整備
公共下水道事業計画区域1,241haにおける汚水管
整備を推進します。また、次期事業計画区域（令
和８年度〜）の検討を行います。

水道課

（３）下水道施設の計画的な整備

継続 配水管、配水場・ポンプ場の更新

公共下水道整備等の機会を活用しながら、配水管
を更新・耐震化します。
また、配水場３か所(久米、中央、熊野)、ポンプ
場等８か所(御林、青海山、前天神、多屋、大
曽、飛香台、桧原、大谷)の施設を更新します。

水道課

（２）水道施設の計画的な更新

R9 R10
施策５−５ 水道・下水道
（１）健全かつ安定的な水道事業・下水道事業の運営

○ 継続 スマートメーター導入

水道検針業務の効率化を図るため、セントレア及
び中部臨空都市に無線通信で検針を行う水道ス
マートメーターを導入します。
また、無線通信方式によるスマートメーターに
よって得られる使用水量等のデータを活用し課題
の調査研究を進めます。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R7 R8

配水管の更新（久米・中央・熊野配水区）

配水場・ポンプ場の更新

榎戸雨水ポンプ場：更新工事（耐震、機械・電気更新）

集落排水機能強化（矢田、前山、小鈴谷、久米、桧原）

汚泥焼却用共同炉建設工事

無線通信機器設置等

汚水管路整備（5ha/年）
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（単位：千円）

№
会計

163

一般 事業費 1,670 事業費 11,670 事業費 1,670 事業費 1,670

164

一般 事業費 31,837 事業費 31,837 事業費 31,837 事業費 31,837

165

一般 事業費 50,502 事業費 50,502 事業費 50,502 事業費 50,502

166

一般 事業費 91,131 事業費 91,131 事業費 91,131 事業費 91,131

167

一般 事業費 8,513 事業費 10,000 事業費 0 事業費 0

168

一般 事業費 24,594 事業費 10,000 事業費 10,000 事業費 10,000

169

一般 事業費 13,794 事業費 13,788 事業費 13,788 事業費 13,788

観光戦略課

観光戦略課

継続 りんくう海浜緑地基金積立

市民に安心・安全な憩いの場を提供するため、り
んくう海浜緑地の適正な維持管理に努めます。ま
た、指定管理者制度を活用し、民間活力により、
りんくうビーチの魅力を向上させる管理運営を図
ります。

観光戦略課

りんくう海浜緑地施設事業 りんくう海浜緑地内の老朽化した設備の修繕や更
新を行います。

りんくう海浜緑地民間活力活用推進事業

民間活力の活用のより一層の推進を図るため、現
地でのアンケート調査や民間企業へのサウンディ
ンを行います。調査結果を基に、次期指定管理者
の選考（プロポーザル）を行います。

宿泊税を活用して、来訪者の受入環境を整備し、
観光消費拡大を図ります。

観光戦略課

観光戦略課

〇 宿泊税活用事業

観光戦略課

〇 観光協会補助（観光振興事業分）
宿泊税を活用して、国内外への観光プロモーショ
ン、ＭＩＣＥの推進など観光施策を推進し、来訪
者の満足度向上・増加促進を図ります。

観光戦略課

〇 観光協会補助（運営事業分） 観光振興の向上を図るため、（一社）とこなめ観
光協会の運営費に対し、補助金を交付します。

施策６−１ 観光・シティプロモーション
（１）戦略的な観光振興の展開

○ 継続 観光戦略プラン事業

市民や事業者、関係団体とともに、それぞれが役
割を果たしながら戦略的に施策を推進すること
で、「中部国際空港セントレア・りんくう地域か
ら市街地への誘客」、「ブランド力向上」、「観
光消費額増加」に取り組みます。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10

 基本目標６ 魅力にあふれ、人が集い、進化するまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

次期戦略プランの策定

新規

新規

拡充

新規

新規

サウンディング調査 次期指定管理の制度

設計、募集要項の作成

指定管理者のプロポー

ザル

照明設備更新、

釣り護岸安全柵修繕、

シャワー・トイレ改修

照明設備更新

情報発信事業、プロモーション事業

シャトルバスの運行（試行） シャトルバスの運行（本格運行）

次期指定管理の運営

準備
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№
会計

170

一般 事業費 0 事業費 未定 事業費 未定 事業費 未定

171

一般 事業費 98 事業費 98 事業費 98 事業費 98

172

一般 事業費 61,440 事業費 72,000 事業費 86,400 事業費 103,680

173

一般 事業費 3,205 事業費 2,000 事業費 2,000 事業費 2,000

174

一般 事業費 306 事業費 306 事業費 306 事業費 306

175

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

176

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

177

一般 事業費 29 事業費 29 事業費 29 事業費 29

企画課継続 知多市町会事業
知多市町会として、第二滑走路の早期整備に向
け、中部国際空港第二滑走路建設促進期成同盟会
とともに国等に要望を行います。

企画課

（２）空港・アクセスの機能充実

観光戦略課

継続
あいち・とこなめスーパーシティ構想推
進事業

愛知県と連携し、あいち・とこなめスーパーシ
ティ構想を推進します。

企画課

○ 継続 国際展示場利用促進
愛知県及び展示場運営会社と連携して愛知県国際
展示場の利用促進に取り組むとともに、MICEを
核とした国際観光都市の実現を目指します。

施策６−２ 空港・中部臨空都市
（１）空港・中部臨空都市との連携

継続 中部国際空港関係事業
空港関連事業者との情報共有をはじめ、空港を生
かした地域ＰＲなど、空港と連携した取組を進め
ます。

本市の知名度向上や地域の活性化を図るため、市
内事業者等が実施する特産品の開発や販売促進を
支援します。

魅力創造室

魅力創造室

○ 特産品開発事業

魅力創造室

○ 継続 ふるさと納税利用促進事業

ふるさと納税制度による本市への寄附を促進する
とともに、本市の魅力をＰＲするため、お礼の品
として地元特産品等を送付する事業を実施しま
す。

継続 シティプロモーション推進事業
地域資源を磨き上げ、その魅力を発信すること
で、知名度や好感度を向上させ、市のPRを図ると
ともに、地域経済の活性化を促進します。

観光戦略課

（２）シティプロモーションの推進

担当課
R7 R8 R9 R10

観光案内所（陶磁器会館）整備事業
陶磁器会館が老朽化し耐震性がないこと及び観光
プラザの代替施設が必要なため、陶磁器会館再整
備に向けた方針検討、設計、工事を行います。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

新規

拡充

整備方針検討 基本・実施設計

常滑市応援大使の委嘱によるまちのＰＲ

工事
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№
会計

178

一般 事業費 125,204 事業費 144,243 事業費 39,130 事業費 45,130

179

一般 事業費 742 事業費 742 事業費 742 事業費 742

180

一般 事業費 3,000 事業費 3,000 事業費 3,000 事業費 3,000

181

一般 事業費 24,000 事業費 24,000 事業費 24,000 事業費 24,000

182

一般 事業費 0 事業費 500,000 事業費 0 事業費 0

183

一般 事業費 0 事業費 100,000 事業費 0 事業費 0

経済振興課○ 継続 ６次産業化施設整備事業

６次産業化・地産地消法に基づき農漁業者等が作
成した総合化事業計画の実現に向けて、国庫補助
事業を活用した施設整備等の事業に補助金を交付
します。

地域畜産の収益性の向上及び生産基盤の強化を図
るため、畜産農家を中心に組織された畜産クラス
ター協議会が計画に基づき行う施設整備に対して
支援します。

経済振興課

経済振興課

○ 継続 畜産クラスター事業補助

○ 継続 新規就農者経営発展支援事業補助

農業従事者の減少及び高齢化が進む中、農業への
人材の一層の呼び込みと定着を図るため、経営開
始資金として融資を受けた新規就農者を支援しま
す。

担い手の経営規模の拡大や経営の多角化を図るた
め、国庫補助事業を活用して農業機械等を整備す
る取組を支援します。

経済振興課

魅力創造室

施策６−３ 農業・漁業
（１）農業の振興

○ 継続 農地利用効率化等支援交付事業

魅力創造室

継続 中部臨空都市等企業立地推進

産業を振興するため、愛知県陶と連携して企業訪
問や産業立地セミナー等の積極的な誘致活動や新
たな産業の創出を図ります。また、市内低未利用
の工場・工場用地等についての情報収集や企業へ
の情報提供により、企業立地を促進します。

（３）中部臨空都市などへの企業立地の促進

継続 立地促進奨励事業

企業誘致促進のため、中部臨空都市空港対岸部へ
の進出企業に対して、固定資産税相当額に基づき
指定地域は５年間、特別地域は10年間、奨励金を
逓減式で交付します。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
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№
会計

184

一般 事業費 1,200 事業費 1,200 事業費 1,200 事業費 1,200

185

一般 事業費 2,700 事業費 4,000 事業費 4,000 事業費 4,000

186

一般 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000

187

一般 事業費 1,691 事業費 1,691 事業費 1,691 事業費 1,691

188

一般 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000

189

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 5,000 事業費 45,000

190

一般 事業費 191 事業費 193 事業費 193 事業費 193

食育施策の推進のため、広報とこなめ及びイベン
トにおける啓発活動を行います。

経済振興課

土木課

（３）食育の推進

継続 食育啓発事業

継続 漁港機能保全事業
漁港施設の老朽化対策のため、各漁港の機能保全
計画に基づき、必要な施設の整備・補修等を実施
します。

漁港施設の長寿命化を図るため、老朽化対策とし
て小規模漁港の利活用に必要な施設の整備等を実
施します。

土木課

経済振興課

〇 継続 漁業振興事業

経済振興課

○ 継続 水産多面的機能発揮対策事業
干潟の機能低下を招く有害生物駆除やアサリ資源
の減少対策を行う活動団体に対する交付金の一部
を負担します。

経済振興課

○ 継続 のり養殖食害防止対策事業費補助
のりの養殖漁家の経営安定と水産物の安定供給を
図るため、漁業協同組合が実施する事業に要する
経費を補助します。

経済振興課

○ 継続 漁業生産力強化総合対策事業費補助

強い漁業生産地づくりを推進し、持続的な漁業・
漁村の発展をもって水産物の安定供給を図るた
め、漁業協同組合が実施する事業に要する経費を
補助します。

（２）漁業の振興

○ 継続 栽培漁業推進事業費補助 漁業協同組合が沿岸水産資源の増大を図るために
行う事業を助成し、栽培漁業の推進を図ります。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

大野漁港：舗装工事

鬼崎漁港：深浅測量、浚渫工事
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№
会計

191

一般 事業費 6,000 事業費 6,000 事業費 6,000 事業費 6,000

192

一般 事業費 3,600 事業費 3,600 事業費 3,600 事業費 3,600

193

一般 事業費 2,788 事業費 2,832 事業費 3,332 事業費 2,832

194

一般 事業費 3,161 事業費 2,500 事業費 2,500 事業費 2,500

195

一般 事業費 9,104 事業費 6,500 事業費 6,500 事業費 6,500

196

一般 事業費 88,000 事業費 88,000 事業費 88,000 事業費 88,000

197

一般 事業費 7,989 事業費 7,989 事業費 7,989 事業費 7,989

198

一般 事業費 5,643 事業費 5,357 事業費 0 事業費 0

199

一般 事業費 21,221 事業費 10,000 事業費 10,000 事業費 10,000

新たな産業用地の創出を検討するために必要な調
査・検討を行います。

都市計画課

経済振興課

〇 産業用地創出推進事業

〇 農業振興地域整備計画見直し事業 新たな産業用地の創出に向けて農業振興地域整備
計画の見直しを行います。

企業の進出について需要把握に努め、企業立地を
促進します。
また、既存の工業団地等の環境整備、維持管理を
行います。

魅力創造室

経済振興課

○ 継続 内陸工場用地推進

とこなめ陶の森

○ 継続 小規模企業等振興資金預託
市内で事業を営む中小企業者の経営安定及び活性
化を図るため、市内金融機関に預託し、事業上必
要な運転及び設備資金の融資の斡旋を行います。

とこなめ陶の森

継続 研究研修事業

やきものづくりを生業とする人材を育成するた
め、研修事業として、授業に必要な講師依頼、原
材料等の準備、修了制作展の開催、研修生募集等
を行います。

生涯学習
スポーツ課

継続 企画展事業

郷土の歴史・民俗の研究成果の発信を通じて陶業
陶芸の振興を図るため、収蔵資料の収集整理及び
企画展による活用(資料館、陶芸研究所)、古文書
解読、史料集・研究成果等の刊行を行います。

経済振興課

継続 日本六古窯常滑焼学習事業
小学生が「常滑焼」の歴史、価値、技法などを学
習する機会を増やし、常滑市や常滑焼の将来を担
う人材育成を推進します。

経済振興課

〇 伝統的工芸品産業担い手育成事業 伝統的工芸品である常滑焼の担い手（後継者）を
雇用・育成する事業所を支援します。

（１）商業・工業の振興

○ 継続
常滑焼総合販売戦略サポート事業委員会
事業

常滑焼の国内外の販路拡大のため、業界団体が行
う東京ドームシティ等への出展や宜興市交流活動
などの「自主事業」、各事業者が国内外のイベン
トへ出展するための「補助事業」を行います。

担当課
R7 R8 R9 R10

施策６−４ 商業・工業

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

新規

新規

拡充

基礎調査 常滑農業振興地域

整備計画変更

廃棄物の埋設・土壌・

地下水汚染調査

概略設計の修正

関係機関との協議等
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№
会計

200

一般 事業費 0 事業費 1,000 事業費 1,000 事業費 1,000

201

一般 事業費 4,064 事業費 4,064 事業費 4,064 事業費 4,064

202

一般 事業費 18,385 事業費 18,385 事業費 18,385 事業費 18,385

経済振興課

経済振興課

継続 勤労者住宅資金預託 勤労者の持ち家を促進し、市内への定住を図るた
め、勤労者への住宅資金の預託を行います。

魅力創造室

継続
知多地区勤労者福祉サービスセンター事
業

中小企業勤労者の福利厚生の充実を図るため、
パートタイム労働者福祉対策事業の助成「わーく
りぃ知多」の運営に係る負担金を支出します。

継続 雇用促進奨励事業

中部臨空都市の企業立地促進及び市民の雇用促進
を図るため、中部臨空都市空港対岸部の立地企業
が市民を雇用した場合に、雇用促進奨励金を交付
します。

担当課
R7 R8 R9 R10

（２）雇用・勤労者の支援

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)
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（単位：千円）

№
会計

203

一般 事業費 202 事業費 202 事業費 202 事業費 202

204

一般 事業費 3,000 事業費 13,000 事業費 3,000 事業費 13,000

205

一般 事業費 1,400 事業費 1,400 事業費 1,400 事業費 1,400

206

一般 事業費 2,300 事業費 2,300 事業費 2,300 事業費 2,300

207

一般 事業費 344 事業費 344 事業費 344 事業費 344

208

一般 事業費 636 事業費 636 事業費 636 事業費 636

福祉課

市民協働課

継続 ＤＶ相談事業
配偶者からの暴力（ＤＶ）に関する相談に適切に
対応するため、専門の相談員に依頼し、相談窓口
（ＤＶ相談）を開設します。

施策７−２ 多様性社会
（１）男女共同参画の推進

〇 継続 男女共同参画推進啓発事業

男女共同参画・性の多様性推進指針に基づき、男
女・年代・国籍・性的志向に関わらず「自分らし
く」生きられる社会のため、男女共同参画社会へ
の関心と意識の高揚を図り、啓発事業を主として
正しい知識の定着に努めます。

活気あるまちづくりの推進及び地域振興の向上を
図るため、住民団体等が行うまちづくり振興事業
等に補助金を交付します。

市民協働課

市民協働課

（２）市民参画の推進

○ 継続 まちづくり事業費補助

市民協働課

〇 地域づくり事業
祭りや盆踊りなど地域づくり事業により地域の伝
統文化の保存や地域住民の交流促進を図るため、
交付金を支給します。

市民協働課

継続 地区公会堂等補助

地区住民の健全な自治活動の推進及び福祉の増進
を図るため、地区公会堂等の新築、大規模改修・
耐震化、増築、改築、修繕及び耐震診断に対して
補助金を交付します。

施策７−１ 市民協働
（１）協働によるまちづくり

○ 継続 市民協働推進支援

市民協働を推進する委員会の活動を中心とした市
民協働に関する講座を開催するなど、市民、団
体、事業者、行政の関係者における市民協働の意
識向上を図ります。また、区との連携による取組
を進め、在住外国人を含めた自治会組織への加入
を促進します。

実施計画(年度)
担当課

R7 R8 R9 R10

 基本目標７ みんなで創る、持続可能なまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

大規模修繕補助

勉強会・啓発事業の開催

ジェンダー平等・多様性の調査・研究

審議会などへの女性の参画、女性管理職の登用促進に関する取組

新規

大規模修繕補助

一般修繕補助
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№
会計

209

一般 事業費 400 事業費 400 事業費 400 事業費 400

210

一般 事業費 200 事業費 200 事業費 200 事業費 200

211

一般 事業費 1,114 事業費 3,043 事業費 1,114 事業費 3,043

212

一般 事業費 551 事業費 551 事業費 551 事業費 551

213

一般 事業費 22 事業費 22 事業費 22 事業費 22

214

一般 事業費 761,578 事業費 509,787 事業費 509,787 事業費 509,787

215

一般 事業費 16,946 事業費 16,946 事業費 16,946 事業費 16,946

216

一般 事業費 528 事業費 528 事業費 528 事業費 528

業務の効率化に向けて業務手順の可視化を行いま
す。

企画課

情報政策課

〇 業務改革関連事業

○ 継続 デジタル化推進事業

「とこなめデジタル化推進宣言」におけるデジタ
ル化推進の３つの柱「市民サービス」「行政運
営」「地域社会」の実現に向け、「常滑市デジタ
ル化推進プラン」に基づき取組を進めます。

情報システムを効率的かつ効果的に導入及び運営
する中で、市民に質の高い行政サービスの提供、
行政運営の効率化、個人情報保護のセキュリティ
対策の強化を推進します。

情報政策課

市民協働課

施策７−３ デジタル化・情報発信
（１）デジタル化の推進

○ 第３次情報システム最適化事業

市民協働課

○ 継続 国際交流推進事業

国際化に伴い、増加する外国籍住民へのサービス
を拡充し、暮らしやすいまちづくりを推進するた
め、ポルトガル語による窓口相談通訳、文書翻訳
などを通じ、行政情報の多言語化に努めます。

（３）多文化共生の促進

○ 継続 多文化共生推進事業
多文化共生の視点から、在住外国人も暮らしやす
いまちづくりを推進するため、地域日本語教室の
開催・運営を行います。

令和元年10月に友好都市提携を締結した中国江蘇
省宜興市と、やきものをはじめ経済・産業・観光
などの各分野において、相互発展を図るため、交
流事業を実施します。

企画課

学校教育課

○ 継続 友好都市交流事業

○ 継続 児童・生徒国際交流事業補助
TSIEが行う事業で、海外への派遣事業及び海外の
子どもたちの受入事業について、費用の一部を補
助します。

国際交流事業の推進のため、常滑国際交流協会の
管理運営に対し補助金を交付します。

市民協働課

R7 R8 R9 R10
（２）国際交流事業の促進

○ 継続 国際交流協会運営費補助

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課

情報システム構築、情報インフラ整備、情報システム運用・維持管理

コンサルティング業務の包括委託

新規

拡充
標準準拠システム構築
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№
会計

217

一般 効果額 △ 11,485 効果額 △ 20,890 効果額 △ 20,890 効果額 △ 20,890

218

一般 事業費 14,593 事業費 14,593 事業費 14,593 事業費 14,593

219

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

220

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 0

221

一般 事業費 2,467 事業費 2,467 事業費 2,467 事業費 2,467

222

一般 事業費 5,466 事業費 5,466 事業費 5,466 事業費 5,466

223

一般 事業費 6,957 事業費 7,000 事業費 7,000 事業費 7,000

未利用地を有効活用して財政運営の財源確保を図
るため、市有地の売却を図ります。

総務課

情報政策課

（２）安定した財政運営

継続 市有地売却事業

職員課

継続
自治体情報セキュリティクラウド対応事
業

情報セキュリティ対策を抜本的に強化するため、
インターネット接続系は、都道府県と市区町村が
協力してインターネット接続口を集約し、高度な
セキュリティ対策を講じた自治体情報セキュリ
ティクラウドを利用します。

職員課

継続 一般研修事業

業務について必要な知識を持ち、誠実に、かつ、
やる気を持って職務を遂行し、市民の信頼に応え
ることのできる職員を育成するため、「常滑市人
材育成基本指針」の取組を実施します。

継続 人事管理

新たな業務等に対応しつつ効率的な行政体制の確
立を図るため、状況に即した定員適正化計画の見
直しを行います。また、「第７次定員適正化計
画」に基づいた計画的な職員採用を行い、適正な
定員管理を行います。

秘書広報課

施策７−４ 行財政運営
（１）市民に信頼される行政運営

秘書広報課

継続 SNS活用事業 正確かつ迅速な情報提供体制を整えるため、SNS
を活用した情報発信に取り組みます。

継続 広報とこなめ発行事業 市民が必要とする市政情報を的確に提供するた
め、広報紙を月１回発行します。

企画課等

（２）効果的な情報発信

担当課
R7 R8 R9 R10

開庁時間変更関連事業

開庁時間の変更によって生み出した時間を課内の
情報共有や業務の見直しに充てるとともに、市民
サービスの向上や時間外勤務の削減による職員の
働き方改革などを図るため、開庁時間を変更しま
す。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

新規
開庁時間の変更（試行）
R7年5月～：9:00～16:30

開庁時間の変更（本運用）

R8年4月～：9:00～16:00

「行かない窓口」、「待たない窓口（事前予約制）」の拡充
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№
会計

224

一般 事業費 16,625 事業費 50,000 事業費 50,000 事業費 50,000

225

一般 事業費 0 事業費 10,000 事業費 30,000 事業費 600,000

226

一般 事業費 4,300 事業費 4,000 事業費 4,000 事業費 4,000

227

一般 事業費 14,097 事業費 14,000 事業費 0 事業費 0

228

一般 事業費 45,200 事業費 113,800 事業費 35,000 事業費 35,000

229

一般 事業費 8,600 事業費 319,750 事業費 7,000 事業費 491,150

230

一般 事業費 9,500 事業費 0 事業費 5,800 事業費 320,000

231

一般 事業費 9,800 事業費 83,300 事業費 266,300 事業費 153,300

学校教育課

学校教育課

継続 中学校体育施設工事 中学校体育施設の維持管理を図るため、屋内運動
場などの施設・設備の改修を行います。

学校教育課

小学校空調設備整備 空調機器の更新を行うとともに、特別教室や特別
支援教室の増加に伴う空調設備を整備します。

学校教育課

継続 小学校長寿命化改良工事 小学校校舎の長寿命化を図るため、外壁補修・屋
上防水などを総合的に改修します。

消防本部

継続 小学校体育施設工事 小学校体育施設の維持管理を図るため、屋内運動
場などの施設・設備の改修を行います。

都市計画課

継続 防災格納庫整備事業 老朽化により外壁等の破損危険がある旧消防団車
庫を撤去し、新規に防災格納庫を設置します。

こども保育課

継続 市営住宅除却事業
災害時の倒壊等を防ぐとともに、跡地の利活用を
図るため、入居者がいなくなった平屋住宅を除却
します。

総務課

継続 保育園大規模改修事業 児童が安心で快適な環境で生活できるようにする
ため、保育園舎の大規模改修を行います。

継続 公共施設等取壊し事業 未利用地の処分を含む利活用を図るため、未利用
建物の解体を実施します。

担当課
R7 R8 R9 R10

（３）公共施設マネジメントの推進

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

未利用建物の解体

園の統廃合（西浦南・小

鈴谷）に係る基本設計

旧消防団車庫（桧原区、

古場熊野）の取壊し

旧消防団車庫（西ノ口区、

宮山石瀬）の取壊し

拡充

実施設計

旧園舎解体設計

新園舎建設工事

特別支援教室への空調

整備
特別教室への空調

整備設計

特別教室への空調

整備

プール解体工事

（鬼北小）

体育館長寿命化改良

工事（小鈴谷小）

プール解体工事

（小鈴谷小）

プール解体工事

（三和小）

プール解体工事

（鬼南小）

体育館長寿命化改良

工事設計（小鈴谷小）
プール解体工事

（常東小）
プール解体工事

（常西小）

長寿命化改良工事

設計（三和小）
長寿命化改良工事

（三和小）
長寿命化改良工事

設計（西北小）

長寿命化改良工事

（西北小）

屋上防水外壁改修

工事設計（南陵武道場）

屋上防水外壁改修

工事（南陵武道場）

長寿命化改良工事

（鬼崎柔剣道場）

体育館長寿命化改良

工事（常滑中）

長寿命化改良工事

設計（鬼崎柔剣道場）
体育館長寿命化改良

工事設計（常滑中）
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№
会計

232

一般 事業費 512,400 事業費 0 事業費 16,200 事業費 0

233

一般 事業費 3,000 事業費 7,000 事業費 280,000 事業費 0

234

一般 事業費 39,110 事業費 47,900 事業費 36,900 事業費 29,200

235

一般 事業費 358,600 事業費 0 事業費 0 事業費 0

236

一般 事業費 869,127 事業費 1,959,616 事業費 0 事業費 0

237

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費 6,000

238

一般 事業費 29 事業費 29 事業費 29 事業費 29

企画課継続 知多市町会事業 知多市町会において、広域連携に係る調査・研究
を行います。

学校教育課

（４）広域連携に係る調査・研究

生涯学習
スポーツ課

中学校体育施設空調設備整備事業 武道場などの空調機器の新設を行います。

給食センター

継続 市体育館大規模改修事業
施設及び設備の老朽化が著しい市体育館の長寿命
化を図るため、公共施設アクションプランに基づ
き、大規模改修工事を実施します。

生涯学習
スポーツ課

継続 旧学校給食共同調理場解体事業 既存南北給食センターの解体工事を実施します。

学校教育課

継続 公民館施設長寿命化事業 公共施設アクションプランに基づき、公民館施設
の計画的な修繕及び改修を進めます。

学校教育課

中学校空調設備整備 空調機器の更新を行うとともに、特別教室や特別
支援教室の増加に伴う空調設備を整備します。

担当課
R7 R8 R9 R10

継続 中学校長寿命化改良工事 中学校校舎の長寿命化を図るため、外壁補修・屋
上防水などを総合的に改修します。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

青海公民館：発電機、

火災報知機等更新工事

南陵公民館：トイレ等改

修設計

拡充

拡充

特別教室への空調

整備

特別教室への空調

整備設計

特別支援教室への

空調整備

青海公民館：トイレ等改

修設計

南陵公民館：トイレ等改

修工事

青海公民館：トイレ等改

修工事

南陵公民館：空調更新

設計

南陵公民館：空調更新

工事、内装・防火シャッ

ター改修設計

武道場への空調整備

設計

長寿命化改良工事

（常滑中）

長寿命化改良工事検討

（常滑中以外の3校）
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№
会計

239

ボート 事業費 469,868 事業費 469,868 事業費 469,868 事業費 469,868

240

ボート 事業費 213,000 事業費 567,000 事業費 457,000 事業費 0

241

ボート 事業費 未定 事業費 未定 事業費 未定 事業費 未定

ボートレース
事業局

ボートレース
事業局

（２）適切な事業運営

継続 一般会計への繰出金の確保 より一層の収益重視型の事業経営により、一般会
計への繰出金を確保します。

ボートレース
事業局

継続 周辺施設等整備 計画的に施設の更新・整備を行い、必要に応じて
修繕等を実施します。

（１）来場の促進と売上の向上

継続 来場促進・売上向上
来場促進や売上向上を図るため、情報提供の充実
やMooovi及びGruunの管理運営など、施設やファ
ンサービスの充実に努めます。

担当課
R7 R8 R9 R10

施策７−５ ボートレース

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

情報提供の充実

Mooovi及びGruunの管理運営

競走水面防風対策工事

設計・工事

標識ポール等更新工事

設計

大時計昇降装置調査

業務

対岸大型映像装置取替

工事設計・工事

標識ポール等更新工事

対岸大型映像装置取替

工事

競走水面防風対策工事その２ 設計・工事
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２　行財政改革の取組

基準値 最終目標

R7 R8 R9 R10 （起点） R10年度末

基本方針１ 経営資源の活用、最適化

① 公共施設マネジメント

1 施設総量の適正化
公共施設アクションプランに基づき、施
設総量の適正化に努めます。

固定資産台帳
延床面積

(R5年度) 実績値
企画課

施設マネジメント課

2
公立保育園・こども園の再
編の実施

「常滑市立保育園・こども園再編計画」
に基づき、保育園及びこども園の再編を
行います。

実施 (進捗状況を記載) ー ー こども保育課

3
学校施設を活用した
児童育成クラブの施設整備

既存の学校施設を有効活用し、児童育成
クラブを小学校で実施できるようにしま
す。

小学校での児童育成
クラブ開設

ー ２カ所 子育て支援課

4 施設の定期点検の実施
定期的に点検を実施し、効率的・効果的
な維持管理を行います。

点検実施
予算に反映

(進捗状況を記載) ー ー
施設

マネジメント課

② 民間活力の活用・広域連携

5
中学校の休日部活動の地域
移行の検討・実施

一部の部活動の地域移行を試験的に実施
し、課題や問題点を整理し、令和８年９
月に休日部活動から地域クラブ活動に本
格的に移行します。

検討 実施 (進捗状況を記載) ー
令和８年９月に部活動
から地域クラブ活動へ

移行
生涯学習スポーツ課

6 指定管理者制度の推進
指定期間満了に伴い、次期指定管理者を
選定します。

(進捗状況を記載) ー ー 施設所管課

7
りんくう海浜緑地の民間活
力活用に向けた検討

りんくう海浜緑地への民間活力を活用す
るための検討を推進します。

検討 検討結果に
基づき募集

(進捗状況を記載) ー ― 観光戦略課

　行財政改革の６つの視点で整理した22の取組項目を位置づけ、進捗管理指標を設定します。

No. 取組項目 取組概要
実施スケジュール(年度)

進捗管理指標

担当課
指標

アクションプランに基づいて推進

整備・実施

次期指定管理者
選定

次期指定管理者選定
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基準値 最終目標

R7 R8 R9 R10 （起点） R10年度末

No. 取組項目 取組概要
実施スケジュール(年度)

進捗管理指標

担当課
指標

③ 組織・人の最適化

8 行政組織の見直し
市民ニーズの変化に対応し最適な行政運
営を行うため、適宜、組織の見直しを行
います。

(進捗状況を記載) ー ー 企画課

9 職員定数の適正管理
「第８次常滑市定員適正化計画」を策定
するとともに、職員定数の適正化を図り
ます。

計画策定 職員数
505人

(R3.4.1時点)
計画見直しに合わせて
設定

職員課

10 職員研修の充実
「第５次常滑市人材育成基本指針」に基
づき、研修を充実させることで職員の育
成に努めます。

指針見直し (進捗状況を記載) ー ー 職員課

④ 収入増加策

寄附額
100,000千円

(R6年度)
207,360千円

寄附件数
4,100件

（R6年度見込）
11,520件

新たな返礼品数 ー 実績値

12 企業版ふるさと納税の活用
企業版ふるさと納税を活用した財源の確
保に努めます。

検討・実施 寄附金額 ー 実績額 企画課

13 宿泊税の活用
宿泊税を活用した観光施策の財源確保に
努めます。

実施 納付額
2億円

（R7年度見込）
実績額

税務課
観光戦略課

14 市税の適正管理
市税の適正管理に努め、税収入の確保に
努めます。

収納率
市税 98.8％
国保税 89.9％

（R3~R5の3年平均）

99.0%
90.0% 税務課

15 未利用財産等の利活用
用途廃止した施設や未利用地の売却・貸
付等の活用を推進します。

売却・貸付額 ー 実績額 総務課

魅力創造室11 ふるさと納税の拡充
お礼の品の拡充等を図り、寄附額の増加
に努めます。

計画に基づき推進

指針に基づき推進

お礼の品の拡充・寄附額増加の取組推進

督促・債権回収

売却・貸付の実施

適宜見直し実施

指針に基づき
推進
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基準値 最終目標

R7 R8 R9 R10 （起点） R10年度末

No. 取組項目 取組概要
実施スケジュール(年度)

進捗管理指標

担当課
指標

基本方針２ デジタル化の推進

⑤ 行政サービスの向上

16
SNS等を活用した効果的な
情報発信

各種SNSの特性を生かした使い分けな
ど、効果的な情報発信の仕方を検討しま
す。

(進捗状況を記載) ー ー 秘書広報課

17 オープンデータの推進
官民協働による地域課題の解決や行政
サービスの向上を図るため、行政データ
のオープンデータ化を進めます。

新規ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ数 7 20
情報政策課

関係課

18 電子申請サービスの検討
市民や事業者の利便性向上を図るため、
行政手続のオンライン化を検討します。

オンラインで実施可
能な手続数

95 130
情報政策課

関係課

19
マイナンバーカードの
利活用

市民の利便性向上を図り、カード保有の
メリットを感じてもらうため、マイナン
バーカードの利活用を検討します。

(進捗状況を記載) ー ー
情報政策課

関係課

20 公立保育所のICT化
保育の質向上や事務効率化を図るため、
公立保育所に保育ICTシステムの活用を
推進します。

実施 (進捗状況を記載) ー ー こども保育課

⑥ 業務効率化

21
AI・RPA等デジタル技術を
活用した業務の効率化

既存の業務内容・工程を見える化したう
えで業務フローの見直しやAI・RPA等の
デジタル技術の活用を検討し、業務の効
率化を図ります。

(進捗状況を記載) ー ―
情報政策課

関係課

22 BPRによる業務の効率化
限られた経営資源を効率的・効果的に活
用するため、ＢＰＲの手法による業務の
最適化を図ります。

実施 (進捗状況を記載) ー 7課
企画課
関係課

検討・可能なものから順次実施

検討・可能なものから順次実施

検討・可能なものから順次実施

検討・可能なものから順次実施

効果的な情報発信の検討・実施
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第３章 計画を推進するために

１ 計画の進行管理

 各施策について、毎年度状況を把握するなど計画の進行管理を行います。

 評価に基づいて、次年度における取組を改善するという「Plan（計画）」、「Do（実行）」、「Check（評価）」、「Action（改善）」の４

つの段階を連動させたPDCAサイクルに基づく進行管理を行い、施策の継続的な見直し・改善による柔軟な運用を図り、社会経済情勢や市民

ニーズの変化に的確に対応するとともに実効性を確保していきます。

 計画に記載がない施策についても、必要性や緊急性を検討した上で推進していきます。

【計画の進行管理のイメージ】
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